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2014年 1月 22日 

都議会生活者ネットワーク 

幹事長 西崎光子 

 

知事不在の中、発表された平成 26年度予算（暫定案）では、景気の上向きに

よる法人二税の伸びや、地方消費税税率の引き上げをにらんで、都税収入は前

年比 9.1％増と堅調に見込まれ、予算規模は 6.3％増の 6兆 6,590億円に膨らん

だ本格予算となりました。 

新しい知事が決定後、再度知事査定を経るとしても、この間、都民生活への

支障や都政の停滞を招かないようにという視点で、都行政は堅実に進行してい

ることを示すものと受け止めました。 

2020年オリンピック・パラリンピック開催に向けていよいよ準備が始まる中

で、建築資材の高騰や人件費増が予測されています。4000億円の基金の取り崩

しはその使い方が都民にもわかりやすく示されるべきと考えます。 

少子高齢化、人口減少は 2020年以降の東京の大きな課題です。社会福祉施設

建替えに都有地活用を促進したり、保育所整備のための人材支援など、地域自

治体にとって使いやすい予算とすることが都の役割です。女性の創業・再就職

をサポートし、女性が働きやすい環境整備を進めることを重ねて求めます。 

 

 都議会生活者ネットワークは、子ども・若者、高齢者、障がい者が安心して

暮らせる生活都市東京の実現に向けて、以下の事項を復活要望として提出いた

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

復活要求項目 

 

≪総務局≫ 

○ 東京都から地域自治体への分権を進め、地域が主体的に使える財源を増やす。 

・ 特別区都市計画交付金を充実すること。 

・ 市町村総合交付金を増額すること。 

・ 島しょ振興公社貸付金を局要求通り復活すること。 

 

≪福祉保健局≫            

○ 地域自治体が主体的に、地域にあった福祉施策を推進できるよう、福祉保健区市町村

包括補助事業費を大幅増額すること。特に子ども家庭支援や障害者施策推進のための

区市町村包括補助を充実すること。  

○  特別養護老人ホーム等の介護基盤整備を促進するため、未利用都有地について十分な

情報提供を行うとともに、都営団地の建て替え時などに、期限付きで無償貸与するな

ど優先的な施策を講じること。運営についても経営支援事業を強化すること。 

○ 精神障がい者の在宅生活を支えるため、24 時間 365 日の医療と生活支援を充実するこ

と。 

○ 保育待機児解消のため、都有地の活用を図るほか、自治体が行う事業への補助を充実 

し、学齢期まで切れ目のない保育が受けられるようにすること。 

○ 障がい児の放課後や長期休暇期間の日中活動を支える事業に取り組んでいるＮＰＯや

市民活動団体への支援を拡充すること。 

 

≪生活文化局≫ 

○ 私学に対する助成を拡充すること。 

 

≪産業労働局≫ 

○ 「新・元気出せ！商店街事業」などの商店街振興対策を充実すること。 

○ 女性の再就職を支援するとともに、シングルマザー、ＤＶ被害者、障がい者など、就

労困難な人へのきめ細かな就労支援を行うこと。 

 

≪環境局≫ 

○ 東京の自然エネルギーのポテンシャル（潜在的な可能性）の調査を行い、都として、

地域分散型エネルギーへの転換を積極的に進め、原子力発電に頼らない多様なエネル

ギー確保を進めること。 

○ 都有施設の太陽光発電施設設置を担当局任せにせず、予算枠を別にして計画的に進め

ること。 

○ 高齢者施設や病院など大量の給湯が必要な施設で太陽熱利用を進めること。 

○ 太陽光発電施設設置の助成を復活すること。 

 

 



 

 

≪建設局≫ 

○ 道路の安全性を維持するため、路面補修を着実に実施すること。     

○ 生活道路の安全確保のため、歩行者優先の快適な歩道づくりを進め、併せて自転車道

の整備を促進すること。 

○ 渋滞解消のため、交差点すいすいプランを拡充すること。     

○ 新みちづくり・まちづくりパートナー事業に必要な予算を担保すること。 

○ 良好な景観を創出し、安全で快適な歩行空間を確保するため、電線の地中化を推進す

ること。  

○ 合葬式墓地や樹林墓地・樹木葬などをさらに拡充すること。 

 

≪都市整備局・福祉保健局≫ 

○ 民間賃貸住宅の一定設備の空き家を都が借り上げ、住宅困窮者等が低家賃で継続して

入居できる借り上げ都営住宅にすること。 

○ 独り暮らしの若者や高齢者のルームシェアを可能にする公営住宅の入居のあり方を検

討すること。 

 

≪教育庁≫                         

○ 専門性の高いスクールソーシャルワーカーを増やし、福祉との連携を強化すること。 

○ 特別支援学校の再編・整備、特に併置校においては、それぞれの所外の特性に応じて

安全で快適な教区が受けられるよう、工夫するとともに、特別支援学級・学校の急激

な大規模化、在籍児童・生徒の障害の重度化・重複化に即した学校施設の整備を早急

に行うこと。教員・医療関係者・介助者の増員を行い、教員の専門性の向上を図るこ

と。 


